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決 算 特 別 委 員 会 記 録 

 

１ 日  時  平成２９年１０月２７日（金） 

         午前１０時００分 開会 

         午後 ４時３１分 散会 

 

２ 場  所  議員全員協議会室 

 

３ 出席委員（２１名）   

   委員長  加 藤 喜三男      副委員長 永 易 英 寿 

   委 員  神 野 恭 多      委 員  米 谷 和 之 

   委 員  井 谷 幸 恵      委 員  藤 田 誠 一 

   委 員  田 窪 秀 道      委 員  太 田 嘉 一 

   委 員  岩 本 和 強      委 員  三 浦 康 司 

   委 員  篠 原   茂      委 員  大 條 雅 久 

   委 員  高 塚 広 義      委 員  豊 田 康 志 

   委 員  伊 藤 謙 司      委 員  藤 田 豊 治 

   委 員  藤 田 幸 正      委 員  岡 崎   溥 

   委 員  伊 藤 優 子      委 員  真 木 増次郎 

委 員  近 藤   司 

 

４ 欠席委員（２名） 

委 員  小 野 辰 夫      委 員  佐々木 文 義 
 

５ その他出席者 

   代表監査委員     田 中 洋 次    監査委員         柿 並 哲 也 

   監査委員       山 本 健十郎    監査委員事務局長     白 石 尚 志 

 

６ 説明のため出席した者  

   市長         石 川 勝 行    副市長           寺 田 政 則

 

企画部 

   企画部長       原   一 之    総括次長（地方創生推進監）粂 野 誠 二   

総合政策課長      亀 井 利 行      財政課長          河 端 晋 治    

総務部 

   総務部長       多田羅     弘 

福祉部 

   福祉部長       白  石     亘     

市民部 

   市民部長       木 村 和 則     

環境部 

   環境部長       小  山 京  次     

経済部 

   経済部長       鴻 上 浩 宣     
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建設部 

   建設部長       赤 尾 恭 平    

出納室 

   会計管理者（出納室長）藤 田   武     

議会事務局 

   議会事務局長     粂 野 誠 二 

農業委員会事務局 

   事務局長       鴻  上 幸  広  

選挙管理委員会事務局 

   選挙管理委員会事務局長（企画部情報政策課長）櫻 木 俊 彰 

教育委員会事務局 

   教育長        関   福 生    教育委員会事務局長    武 方 弘 行 

    総括次長（社会教育課長）三 沢 清 人    次長（教育力向上戦略監） 榎  木  奨  悟 

次長            高  橋 良  光        次長（発達支援課長）     曽  我 幸  一 

次長（図書館長）   横 井 邦 明    次長（文化振興課長）   曽我部  み  さ 

次長（学校給食課長、学校給食センター所長）  桑 原 一 郎    次長（スポーツ振興課長） 髙  橋 利  光 

学校教育課長     高 橋 正 弥    文化振興課参事（広瀬歴史記念館長） 久 葉 裕 可 

文化振興課参事    菅    春 二    社会教育課主幹          高  橋     聡 

学校教育課指導主幹  井  上 美  樹    学校教育課指導主幹      髙  橋 美  鈴 

学校教育課指導主幹  矢 野 雅 士        学校教育課指導主幹      高須賀 美 雪 

発達支援課指導主幹  新 上 美 穂        文化振興課主幹       桑  内 章  裕 

図書館主幹      和 田 隆 宏 

消防本部 

   消防長        藤 田 秀 喜    総括次長(総務警防課長)  毛 利   弘 

  次長（川東分署分署長） 森 賀 俊 雄    予防課長              藤 田 佳 夫 

  通信指令課長     髙 橋 裕 二    北消防署長          相  坂 孝  二 

北消防署消防課課長    渡  邊 康  志    南消防署署長        秋  月 健  一 

南消防署 課長    石 井 一 成        総務警防課主幹        中  川 雅  彦 

予防課主幹            村  上  宏  之        通信指令課主幹        塩  崎    誠 

港務局事務局 

   港務局事務局長    石 川 演 男 

 

７ 委員外議員 

   仙 波 憲 一    藤 原 雅 彦  

 

８ 議会事務局職員出席者 

   議会事務局長   粂 野 誠 二    議会事務局次長（議事課長）    正 夫 

議事課議事係長  美 濃 有 紀    議事課主査               和 田 雄 介 

 

９ 付託案件 

   認定第２号  
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10 会議の概要 

 

  午前１０時００分開議 

 

認定第７号 第７グループ質疑 

【別子山地区消防業務委託費】 

○委員（真木増次郎） 新市計画で約束したこと

でもあり、こういう業務委託が望ましいと思って

いますが、安くはできないですか。火事などの頻

度を考えると四国中央市にとっては非常にありが

たいお金だと思います。この値段で四国中央市が

できなくなることはありますか。 

○毛利消防本部総括次長（総務警防課長） 別子

山地区の委託料については、平成15年４月１日に

新居浜市と別子山村が合併したときに、遠隔地で

ある別子山地区の消防業務が新居浜市単独では困

難になるため、当時の宇摩地区広域市町村圏組合

と協議し、別子山地区を管轄していた嶺南分署の

経費、災害出動件数、人口、面積等を勘案して決

めたものです。その後、四国中央市となり、契約

を継続しているところです。現在の委託料

2,110万円を決めた経緯ですが、嶺南分署の経費

等を勘案したものです。それについての協議は、

毎年双方から異論がない場合は継続するというこ

とになっています。現在、別子山地区の人口減少

もありますし、その分を計算し直すと安くなる可

能性はありますが、正式に四国中央市と協議する

と、消防業務の委託契約自体の存続が危うくなる

可能性もあり、そうなった場合、別子山地区への

消防署の建設や職員の派遣などに毎年何千万円と

いう経費がかかる可能性があります。それを考え

ますと、現在の経費で今後も継続したいと考えて

います。 

【消防団活動費】 

○委員（高塚広義） 教養訓練計画により全団員

が研修、訓練に参加されているということです

が、研修の種類や対象者、頻度についてお伺いし

ます。 

○毛利消防本部総括次長（総務警防課長） 消防

団の学校派遣については、県の消防学校に幹部教

育科と操法科があり、幹部教育科については二、

三人を派遣し、操法科については操法大会に出場

する団員を派遣しています。そのほかに、市民指

導員研修があり、各自治会単位、校区単位の自主

防災の指導員の養成を目的として、消防団員の研

修を実施しています。これまで応急手当の部

252名、自主防災の部251名、初期消火の部261名

を養成しています。 

○委員（高塚広義） 消防団の団員数ですが、全

国的にも減っていると聞いていますが、新居浜市

はどういった状況ですか。地域防災の要である団

員を確保するための方策、取り組みがあれば教え

てください。また、消防団員の報酬額を教えてく

ださい。 

○毛利消防本部総括次長（総務警防課長） 消防

団員の減少は全国的な傾向で、新居浜市だけの問

題ではありません。その背景には、サラリーマン

団員の増加や若者が入りたがらないといったこと

があります。新居浜市の実態としては、今年の４

月１日現在、定員792名に対して740名と定員を満

たしていません。新居浜市の取り組みとして、消

防団行事の見直しが必要であるとの認識のもと、

消防団活性化委員会で、消防団行事を見直して、

もう少し活動しやすい環境をつくろうとしている

ところです。報酬については、年報酬と費用弁償

に分かれており、年報酬については、団員が

27,400円、班長が32,200円、部長が56,900円、副

分団長が71,200円、分団長が132,100円、副団長

が154,400円、団長が206,000円となっています。

あと、費用弁償としての災害出動手当等ですが、

建物火災の場合は1,940円、山林火災が2,520円、

訓練では1,810円と、それぞれの区分に分かれて

支給しています。 

○委員（高塚広義） 報酬額については、全国的

なレベルにあると思いますが、現在団員が減っ

て、仕事もしながら消防活動をされているその労

苦に報いるためにも、報酬額のアップということ

は考えていますか。 

○毛利消防本部総括次長（総務警防課長） 報酬

額のアップについては、消防団員の減少に多少で

も歯止めとなることを考慮し、今後、関係部局と

も協議しながら検討したいと考えています。 

【消防緊急通信指令設備管理費】 

○委員（高塚広義） 本年度の決算額が前年度よ

り約２倍にふえている理由を教えてください。ま

た、消防緊急通信指令設備の保守の委託先はどこ

なのか、入札先はどのくらいあったのか、保守業

務に資格がいるのか教えてください。 

○高橋通信指令課長 平成27年４月から消防救急

デジタル無線を新しく整備して運用を開始したこ
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とから、平成28年度の予算から、消防救急デジタ

ル無線保守業務を締結し、その委託料約940万円

が新たに加わり、決算額が２倍となっています。

保守の委託先については、既設システムの設計、

製造、工事を施工した業者以外では、各種機器の

固有のハードウェア、ソフトウェアの詳細及びネ

ットワークについて連動する一連のシステムにつ

いて熟知していないと保守業務が困難であるた

め、的確で効率的な保守管理を行うことにおい

て、消防緊急通信指令設備の保守業務は施工業者

の日立製作所、消防救急デジタル無線について

は、ＮＥＣの協和テクノロジーとそれぞれ契約を

行っています。保守業務の内容については、消防

緊急通信指令システム及び消防救急デジタル無線

設備の各施設のシステム機器に対しての外観・性

能・機能点検、清掃、部品交換等の作業を全て含

めています。資格については、電気通信事業法に

基づき工事担任者資格証を持っている者が点検等

を実施していると認識しています。 

○委員（高塚広義） 総合防災拠点施設ができた

ときに、同じシステム、同じ保守業者が引き継ぐ

ことになるのですか。 

○高橋通信指令課長  総合防災拠点施設の緊急

指令システムに関しては、今のところ主幹システ

ムの製造メーカーに依頼するよう検討しています

ので、現在のメーカーも入ってくると思います。 

【総合防災拠点施設周辺環境整備事業】 

○委員（大條雅久） この事業のスタートのとき

の設計の範囲、周辺環境の範囲について御説明い

ただけますか。また、その工事の内容、当初の図

面での県道交差点改良や仮駐車場の設置等、想像

とは違って広い範囲でしたので、改めて教えてい

ただけますか。 

○毛利消防本部総括次長（総務警防課長） 事業

内容については、まず新しい施設をつくるための

工事ヤード等の確保のため、駐車場や駐輪場の移

設が必要になりましたので、職員駐車場等の整備

を行いました。それと、水道局の車庫の移転、そ

のほか北側駐車場の整備、交差点の改良等多岐に

わたり、市役所北側の駐車場については、現在工

事中で、もう少しで交差点の改良工事に入りま

す。 

○委員（大條雅久） 計画の図面を作成された担

当はどこになりますか。また、市役所本庁舎の南

側が従来袋小路だったのが、東から西へ抜ける一

方通行に車の流れが変更になっています。さきの

議会でタクシーの利用者の利便性をどう図るかと

いった部分も聞きましたが、そういったものもこ

の当初の周辺環境整備の中で図面引かれたんです

か。 

○毛利消防本部総括次長（総務警防課長） 図面

については施工監理業務の委託先の山下設計が作

成しています。 

 一方通行等については、それぞれ工事を進めて

いく中で協議をして、現在のような形式になった

経緯です。 

○委員（神野恭多） 気象観測装置移設委託料と

ありますが、どこからどこへ移されたのでしょう

か。 

○毛利消防本部総括次長（総務警防課長） 消防

庁舎の北側の電光掲示板がある裏側に、気象庁が

設置した気象観測装置がありましたが、今度の周

辺環境整備事業の中で、あそこでは設置が難しい

ということで、池田池の南側の土のう置き場にな

っている西側に、気象庁が新しく設置しました。 

 そして、消防本部が独自で設置した気象観測装

置が旧消防庁舎の２階にありましたが、それを取

り壊すということで、今の消防庁舎の４階の屋上

に移設しました。その消防本部単独で設置してい

る気象観測装置の委託料です。気象庁が設置した

気象観測装置の委託料ではありません。 

○委員（神野恭多） 工事が終わってこっちに移

ってくるということはないですか。 

○毛利消防本部総括次長（総務警防課長） 気象

庁の観測装置については、船木の池田池の南側で

継続する見込みです。 

 

  午前１０時２１分休憩 

―――――――――― ◇ ―――――――――― 

  午前１０時３０分再開 

 

認定第２号 第８グループ質疑 

【いじめ・不登校問題等対策費】 

○委員（藤田誠一） 内訳をお聞きします。ま

た、Ｑ－Ｕ検査の内容を教えてください。 

○高橋学校教育課長  事業費の内訳は、あすな

ろ教室にかかる人件費が955万円で、事業費全体

の56.6％です。小中学生全員を対象とした楽しい

学校生活を送るためのアンケート調査、Ｑ－Ｕ調

査ですが、委託料590万5,000円で35％、訪問相
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談、カウンセリング、創作活動などの謝金が69万

3,000円で4.1％。その他学習支援システム使用

料、消耗品、通信運搬費などの支出で合計が

1,686万5,000円の決算です。次に、Ｑ－Ｕ検査の

内容ですが、子供達の学校生活における満足度と

意欲度、更に学級集団の状態を調べるものです。

学級満足度は友達に嫌なことをされると感じるか

という被侵害得点、先生や友達に認められると感

じるかという承認得点の２つの側面から学級生活

の充実度を調べます。また、学校生活の意欲は小

学生では友達、学習、学級の３領域、中学生では

友人、学習、学級、進路、教師の５領域について

子供が積極的に取り組んでいるかを調べるもので

これらを総合的に分析して学級集団の状況を把握

するものです。 

○委員（藤田誠一） Ｑ－Ｕ検査が35％を占めて

いるということで、このＱ－Ｕ検査は全国規模と

いう解釈でいいのですか。どれくらいの全国の都

市が参加していますか。 

○高橋学校教育課長 平成28年度の受検者数の実

績では、全国で年間260万人以上が受験するとい

うことで、全国での比較ができる心理テストを実

施しています。 

○委員（藤田誠一） 今、ふえている状況である

とは思いますが、アンケートを見て、新居浜市の

教育委員会が独自に何か考えられていることはあ

りますか。 

○高橋学校教育課長 Ｑ－Ｕ検査については、い

じめや不登校などの子供の問題が社会的に認知さ

れ、高い関心が持たれるようになって、早期発見

と早期予防が必要となる中で、客観的な情報を基

に子供への関わり、学級経営の見直しを進めてい

くために平成25年度から導入したものです。心理

学の専門家ではない教職員が自作したものでは、

客観性が担保できないのが現実で、この検査は専

門家が長年研究して完成されたものです。 

○委員（田窪秀道） 平成28年度も前年度比プラ

ス９人の合計153人の不登校生徒がいると聞いて

います。昨年度、生徒が休み出すと、早目に教員

なり専門員が対処しますと答弁があったが、その

部分での成果はありましたか。それと、あすなろ

教室での復帰の好事例はありましたか。 

○高橋学校教育課長 不登校対策については、平

成27年度に不登校対応のための取組行動指針を策

定し、広く教職員に周知し、欠席３日目までの対

応を重視して、家庭連絡の方法や保護者への助

言、欠席理由や本人の状況についての再確認、家

庭訪問の実施などを行っています。早期対応によ

る効果としては、９月末現在の段階で過去に不登

校あるいはそれに準じる状態を経験したことのあ

る児童生徒のうち、85％は不登校状態に陥ってい

ない状況です。なお、今年度９月末の不登校は昨

年度の同月と比較して14人減っています。少しず

つ成果が出てきているのではないかと考えていま

す。 

○委員（田窪秀道） 平成28年度の教育委員会点

検評価報告書では、毎年多額の費用をかけている

にも関わらず、不登校は増加しています。これま

での不登校対策事業が機能していないという証拠

です。従来から行っているような相談だけではな

かなかその解決に結びつかない事例が多々あり、

これまでのやり方では不登校問題の解決が難しい

と教育長も認めておられ、結果的には不登校ゼロ

を目標に家庭教育に関与すべきであると思うと書

かれています。先生が早目に対処しますというの

があまり効果のない中で、川東や泉川は社会福祉

士に頼って取り組んでいるということで、いろい

ろすることは結構ですが、学校教育課において不

登校問題に対して実施した６事業のうち２つが同

じような名称ですが、区別しないといけない理由

は何でしょうか。 

○関教育長 後でできた事業がいろいろな行政目

的に分かれて現在進んでいるのが正直なところか

と思います。いじめに対しての対応は、総合的に

取り組まないといけないので、今あるものを再度

見直しして、総合的に子供のいじめを失くすため

に何が必要かを検討していきたいと思います。 

○委員（田窪秀道） 教育委員会はこの問題に対

して、目標値の設定が定められていない。去年が

144人で、ことし153人になった。ことしは何人ま

で目標を立てて抑制しますという設定がない中で

進められています。あすなろ教室も同時並行でし

ている。本当に真剣に考えるのなら、目標値の設

定が必要ではないですか。 

○関教育長 目標値がないのに、活動を評価でき

ないと感じています。以前、100名を実質対応で

きる目標設定にして取り組んでいましたが、いつ

の間にか150人に至っています。今年度は、まず

は100人を目指してそれを切ることができるよう

な取り組みを進めていきたいと考えています。 
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○委員（大條雅久） いじめゼロを目指すという

目標の設定はわかるが、不登校は数で把握するも

のですか。教育委員会としては、不登校はどのよ

うに認識していますか。 

○高橋教育委員会事務局次長 統計上は30日を超

えた時点で不登校生として計上します。内科的疾

患などの病気で入院したのは除きます。この30日

を超えるというのは、月で計算すると１カ月３日

程度の休みがコンスタントに続けば30日に至りま

すが、欠席日数が30日に至ったので不登校だとい

う見方よりも個々の子供の状況、例えば欠席がな

かったにも関わらず、ある月から急に欠席し始め

るというケースも目立っており、また年度当初は

不登校の状態であったが、その時点で30日を超え

ているのでその年は不登校生として追跡、支援指

導をしていくが、後半よくなって、学校に出席で

きているというケースもあります。深刻なケース

としては、１年間全然学校に来られないケースで

す。個々の状況は家庭に起因するものであった

り、人間関係のトラブルであったり、細かくなっ

ているので、対応が非常に大切という認識です。 

【生きた英語教育推進費】 

○委員（神野恭多） 平成27年度よりＡＬＴを８

名増員されたということですが、経緯を教えてく

ださい。 

○高橋学校教育課長 平成27年に文部科学省にお

いて生徒の英語力向上推進プランが策定されたこ

と、また次期学習指導要領改訂において小学校高

学年での英語の教科化、中学校での外国語活動の

導入など国を挙げて児童生徒の英語力向上を図る

背景がある一方、平成27年度における中学校に対

するＡＬＴの配置人数割合が、県内市町で本市が

低かったこともあり、平成28年８月から各中学校

にＡＬＴを配置することになりました。 

○委員（神野恭多） 私が中学生のときは２週間

に１回来てくれるかどうかで、外国人に対して憧

れの念は持ったけど、英語の教育にプラスになっ

たかというと、あまり感じられなかった記憶があ

りますが、今回増員されて成果はあったのです

か。 

○高橋学校教育課長 ＡＬＴが各中学校に常駐す

ることにより、英語科の授業はもちろんですが、

授業以外の学校活動でもＡＬＴが活用されるとと

もにタイムリーな指導により生徒のスピーキング

力が育成されたということで、２名が愛媛県の代

表として英語スピーチコンテストの全国大会に出

場するなど、英語力が育成されていると感じてい

ます。 

○委員（神野恭多） 成果も上がってきているよ

うですが、一般財源で4,800万円とありますが、

財源は一般財源だけですか。 

○高橋学校教育課長 ＡＬＴに関しては、普通交

付税措置の対象となっており、11人分で約

5,000万円が措置されています。 

【標準学力検査実施費】 

○委員（井谷幸恵） 平成28年度は平成27年度と

比べてどのような成果があったのですか。また、

県内他市で実施している自治体はありますか。 

○高橋学校教育課長 平成28年度の成果について

は、標準学力調査とＱ－Ｕ検査とのクロス集計結

果が出されたことにより、学校現場では学力面と

生活面の両方の側面から指導、支援ができたとい

うことです。このことにより、観察だけでは十分

理解できないものが、数値として出されたという

ことで、その結果をもとに授業づくりや学級づく

りに役立てています。平成27年度との比較につい

ては、学力調査の業者を平成28年度から変更して

いますので、単純な比較は困難ですが、平成28年

度は全学年、全教科において全国平均の正答率を

上回っており、標準学力調査を基にした結果分析

による取り組みの成果と考えています。県下の実

施状況については、県内11市のうち、新居浜市を

含めて９市が学力調査を実施しています。 

○委員（井谷幸恵） 現場の先生たちは、授業の

準備をする時間がないなど多忙を極めていると思

いますが、学力テスト用の学力をつける方向に行

くことを危惧しています。過去問をしないといけ

ないということを現場の先生から聞いています。

すっとやり続ける予定ですか。 

○高橋学校教育課長 学力調査については、全国

の調査が小６、中３といった抽出調査になってお

り、この標準学力調査については４年生以上で、

実施しています。経年変化を把握しながら学力の

向上を目指したいということで継続したいと考え

ています。 

【中学校地域連携協力推進事業費】 

○委員（近藤司） 平成28年度から、文部科学省

のモデル事業としてコミュニティ・スクールを導

入しているとお聞きしていますが、現状はどうな

っていますか。また、これまでの学校評議員制度
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と学校運営協議会との関係についてもお伺いしま

す。 

○高橋学校教育課長 コミュニティ・スクール導

入の現状ですが、平成28年度は、東中学校と泉川

中学校でコミュニティ・スクール推進委員会を立

ち上げ、学校運営協議会設置に向けての調査研

究、研修会、先進地視察等を実施しました。その

結果、平成29年３月に泉川小学校、泉川中学校、

垣生小学校で学校運営協議会が設置され、新居浜

市で３校のコミュニティ・スクールが誕生しまし

た。学校評議員制度との関係ですが、学校運営協

議会は法律によって一定の権限を持った合議体の

組織を制度化して、地域住民等が当事者意識をも

って学校運営全般にかかわるもので、これまでの

学校評議員制度を発展させたものと考えていま

す。 

○委員（近藤司） 約１年半が経過しています

が、このコミュニティ・スクール導入後の問題点

や成果等と今後の展開についてお伺いします。 

○高橋学校教育課長 成果については、コミュニ

ティ・スクールは地域とともにある学校への転換

を図るために有効な仕組みで、学校運営に地域の

意見を積極的に生かすことで、地域の特性を生か

した学校づくりや様々な課題解決に向けた取り組

みにつながるものと考えています。また、子供た

ちに、地域に感謝して地域に主体的に貢献したい

という思いを育み、コミュニティ・スクールを導

入した泉川小中学校では、防災遠足や中学生が主

体となった環境美化活動などの活動につながって

います。今後の計画ですが、教育委員会としては

平成31年度までに、市内の全小中学校での導入を

目指して来年度以降も導入を支援する取り組みを

進めていきたいと考えています。 

【不登校児童生徒支援モデル事業費】 

○委員（高塚広義） この事業をスタートさせた

経緯を教えてください。また、事業の内訳を教え

てください。次に、関係機関との連携強化はどの

ように取り組んでこられたのか、事業の成果、課

題についてお伺いいたします。 

○高橋学校教育課長 本事業については、不登校

がふえてきている現状の中で取り組んだというこ

とで、文部科学省のモデル事業でのフリースクー

ル等で学ぶ不登校児童生徒の実態把握、学習支

援、学習相談、関係機関の連携強化などという事

業内容で、地域における教育環境の整備、自立に

向けた各支援について、不登校対策の推進をした

ものです。 

 決算額の内訳については、講師謝礼が41万円、

先進地視察などの旅費が35万円、消耗品に７万

2,000円、委託料が222万9,000円の計306万

1,000円です。 

 人員体制については、アウトリーチ型の学習支

援、学習相談活動は社会福祉士の支援員２名で対

応いたしまして、民間教育事業者との連携につい

ては、プラネットグループに不登校児童生徒の支

援事業を委託して実施しました。 

 成果としては、学校、民間教育事業者、教育委

員会などの関係機関の連携協力により、不登校児

童生徒に対する多様な学習機会の提供が可能とな

ったこと、またアウトリーチ型支援により、学校

への復帰や適応指導教室、フリースクール等への

通学相談など、個々の事情に応じた学習相談、学

習支援活動が円滑に進められたことです。 

 課題としては、不登校児童生徒については、そ

の要因となる経緯や背景が複雑ですので、今後も

関係機関とのさらなる連携強化を図る必要があり

ます。 

○委員（高塚広義） 業務委託先のプラネットに

ついてですが、行政としてもかかわれるところは

しっかりとかかわっていくべきだと思いますが、

状況を把握するための協議などはどのようにされ

ていますか。 

○高橋学校教育課長 10月から12月にかけて不登

校の生徒が所属する学校での協議、研修会も行い

ます。あとプラネットグループ、社会福祉士との

協議ということで、９月に２回、それと年度末の

３月に医療機関も含めて協議を実施しました。 

【放課後まなび塾推進事業】 

○委員（高塚広義） 内訳を教えてください。次

に、今実施している学校について、先生方をどの

ように確保されているのか、また、この事業の成

果と課題についてお伺いいたします。 

○高橋学校教育課長 内訳については、まなび塾

に係る教室のエアコン工事費約2,659万円、まな

び塾の運営の委託料1,575万円、備品購入約84万

円、消耗品約43万円です。 

 指導員については、各校ごとで異なりますが、

３名から５名で実施しており、核となる先生は教

員ＯＢですが、指導員の確保が難しい中で地域か

ら推薦された方も指導員として御活躍いただいて
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いる現状です。 

 成果としては、小学校４年生から６年生に安全

な居場所を提供するとともに、学習習慣の定着に

よる学力の向上が図れています。拡充に当たって

は、学習指導員の確保の体制整備やＩＣＴ機器を

活用した学習支援内容の充実が課題となっている

と考えています。 

○委員（高塚広義） 一番の問題は、指導される

先生ＯＢの確保だとは思いますが、教員指導者の

確保に向けての取り組みを、高専生や塾などとの

連携もあろうかと思いますが、その辺はどのよう

にお考えでしょうか。 

○高橋学校教育課長 塾との連携については、県

内での取り組み事例もあり、その状況を研究等し

ながら、現在新居浜市で展開しているまなび塾の

システムに合うものかを見きわめていきたいと思

います。 

 また、高専生については、平日の高専の終業時

間との関係で、高専の近隣の小学校区であれば可

能かもわかりませんが、４時からということなの

で、高専から離れた場所ではお願いしづらいとい

う現状もあります。その辺については高専と協議

もしていきながら、近隣のまなび塾での需要等を

見きわめながら検討したいと思います。 

○委員（篠原茂） 小学校の校長先生からは大変

好評だとお言葉をいただいています。反対にまな

び塾がない学校の校長先生からは、早くまなび塾

を開設してほしいという要望も受けていますの

で、現場の声をまた聞いてください。 

 そして、まなび塾は無料ですよね。しかし、放

課後児童クラブは有料です。そのあたりの関係は

いかがでしょうか。 

○高橋学校教育課長 放課後まなび塾は、学習習

慣の定着や基礎学力の習得を目的として、経済的

な理由や家庭の事情などで学習困難な児童でも利

用可能とするため、現在は無料で実施していま

す。また、放課後児童クラブは、保護者が就労な

どで昼間家庭にいない児童を対象とした保育的機

能を持つことから、利用料金を徴収して実施して

います。 

 利用料金については、放課後まなび塾を全ての

小学校区に拡充していく中で、事業の目的や機能

の違いを踏まえて、放課後児童クラブとの一体的

な運営とか、指導員、支援員に係る勤務条件の見

直し、低所得者世帯に配慮した有料システムの構

築、そういった課題解決を図りながら利用料金の

あり方については検討したいと考えています。 

○委員（篠原茂） まなび塾、放課後児童クラブ

が文部科学省の支援を受けてタブレットを導入し

ていますが、タブレットの使用状況はどうです

か。 

○高橋学校教育課長 まなび塾へタブレットを配

備しましたが、そのソフトの準備がなかなか進み

ませんでした。２学期に入るぐらいにソフトの整

備ができた学校がありましたので、順次タブレッ

トの活用に向けて、学習活動の充実を図っていき

たいと考えています。 

【小学校就学援助費】 

○委員（井谷幸恵） 就学援助の割合は、全国で

は15.4％で新居浜では9.4％と聞いていますが、

保護者への周知徹底はどのようにされています

か。 

○高橋学校教育課長 ホームページに案内文書を

掲載して周知を図っています。また、新入学児童

が対象の就学時健診の案内に添付して文書を送付

するとともに、健診時に学校に文書の配布を依頼

して保護者に周知を図っています。 

 なお、在校生に対しては、４月と１月の年２

回、学校を通じて案内文書の配付により周知を図

っています。 

○委員（井谷幸恵） 文書の通知だけでなく、校

長会で伝えるなどしていますか。 

○高橋学校教育課長 校長会で文書の配布のこと

まで校長先生に周知が図られていなかった部分が

あるかもわかりませんので、今後、就学前健診が

10月にありますので、９月などに働きかけを考え

てまいりたいと思います。 

【小学校教育用コンピュータ整備費】 

○委員（永易英寿） パソコン１台あたりの児童

数はどれくらいですか。 

○高橋学校教育課長 平成28年度末時点で、小学

校は13.7人に１台、中学校では７人に１台、小中

合わせますと、約10.3人に１台となっています。 

○委員（永易英寿） 毎年整備はしていると思い

ますが、10.3人に１台ということは、もっと上げ

ていく必要があると思いますが、どれくらいを目

標としていますか。 

○高橋学校教育課長 平成28年度、平成29年度、

文部科学省の指定を受けて金子小学校で実施して

いる次世代の教育情報化推進事業における検証結
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果や、電子黒板やタブレットをモデル設置した学

校の現状と課題、これを調査研究するとともに、

学校現場の教職員を含めた整備検討委員会を設置

してタブレットパソコンや電子黒板などのＩＣＴ

整備計画を策定していきたいと考えています。そ

の上で、整備を進めたいと考えていますが、平成

28年３月末時点の県下の平均が、5.4人に１台で

すので、県平均には追い付くような整備計画を策

定する必要があるものと考えています。 

【小学校教育充実費】 

○委員（井谷幸恵） 保護者負担軽減はどのよう

な項目なのか教えてください。それから、項目の

数は毎年同じでしょうか、 

○高橋学校教育課長 保護者負担軽減の項目につ

いては、理科の実験用品、副読本、小学生の新

聞、画用紙などの用紙類、あと技術などで使用す

る教材等です。最近５カ年で項目の数はふえてい

ませんが、決算額では平成24年度と比較して約

443万円の増となっており、市が負担すべきもの

には対応していると考えてはいます。 

○委員（井谷幸恵） ドリル代、テスト代などの

教材費も公費負担の方向で行くべきだと思います

が、いかがでしょうか。 

○高橋学校教育課長 ドリル代等の教材費です

が、受益者負担の考え方から、個人の所有に係る

ものや直接還元されるものについては、保護者か

ら費用を徴収しています。ただし、経済的に困窮

している世帯に対しては、別途就学援助費の対応

をしていますので、この教育充実費におきまして

は現状の公費負担を継続したいと考えています。 

 

  午前１１時１７分休憩 

―――――――――― ◇ ―――――――――― 

  午前１１時３０分再開 

 

【中学校指導図書改訂費】 

○委員（岡崎溥） 平成28年度は、歴史教科書が

新たに選定されて、それが使われた第１年度です

が、教科書の選定について、現場の声を聞いて諮

ってみると10対２で東京書籍の教科書がよいとい

うことであったのに、教育委員会の最終的な判断

は育鵬社版でした。第二次世界大戦を肯定的に描

く、教育勅語も戦後きちっとけじめをつけたの

に、肯定的に扱っている、大日本帝国憲法も肯定

的に捉えているということで、どのようにこの教

科書を使って教えられたのか、そして反応はどう

だったのか、その辺をまず伺いたいと思います。 

○高橋学校教育課長 育鵬社の歴史教科書を使用

しての第二次世界大戦の授業については、年間授

業計画によりますと来年１学期以降となる予定

で、まだ行われていないため、生徒の反応という

御質問には、お答えできません。 

○委員（岡崎溥） １年で一応けじめをつけてと

いうことではないのですか。 

○高橋学校教育課長 来年の１学期以降の授業と

いうことになります。 

○委員（岡崎溥） これは、まだ使ってないので

すか。 

○高橋教育委員会事務局次長 歴史は、２年間か

けて教えますので、第二次世界大戦は来年の１学

期以降ぐらいのところで扱うことになります。 

○委員（岡崎溥） それでは伺いますが、育鵬社

版の教科書の扱い方を見ると憲法に違反するとい

うことで、世論も非常に高まり、こういう教科書

は使うなということで批判が非常に強まりました

が、この憲法違反の内容をどういうふうに扱うつ

もりでしょうか。 

○高橋教育委員会事務局次長 検定済み教科書で

すので、それに沿って丁寧に教えていきたいと考

えています。 

○委員（岡崎溥） 第二次世界大戦では、日本人

が310万人、全体で2,000万人以上亡くなってお

り、その遺書とも言うべき憲法に反すると思いま

す。文部科学省の認定があるから大丈夫というこ

とではなくて、新居浜の教育の責任をとる立場か

らどう考えるのかと思います。事実と違うことを

教えなければならないというのは、どう考えたら

いいのでしょうか。 

○高橋教育委員会事務局次長 戦争を放棄すると

いうのが憲法の精神かと思います。子供たちにも

平和の考え方というのは大切であるということは

変わりませんので、それにのっとって取り扱って

いきたいと考えています。 

【中学校教育用コンピュータ整備費】 

○委員（高塚広義） 前年度決算額2,850万円に

比べて、平成28年度が4,173万円と大幅にふえて

いますが、その理由をお聞かせ願いたいのと、平

成28年度のＩＣＴ環境整備の進捗率を大きなとこ

ろでお願いいたします。また、この事業での成果

と課題についてもお伺いいたします。 
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○高橋学校教育課長 この事業では、パソコン教

室の生徒用パソコンの整備と維持管理、また教員

の校務用パソコンの整備と維持管理などを行って

います。これらのパソコンは、平成22年度に国庫

補助を受け、買い取り方式で整備をして、５年が

経過した平成27年８月に更新を行い、平成27年９

月から長期継続契約で新たな５年間のリース契約

を締結したところです。平成27年度は、旧の買い

取り分の５カ月分の保守委託料と７カ月分の新た

なリース契約に係る機器賃借料であったのに対し

て、平成28年度は新たな賃借料、12カ月分の機器

賃借料の決算となったため、約1,320万円の増額

となっています。 

 ＩＣＴ環境の整備については、平成28年度末

で、教育用コンピューター１台当たりの児童生徒

数は10.3人の整備率となっています。 

 本市のＩＣＴの整備状況については、本格的な

導入の途上という認識で、目に見える効果は得ら

れていませんが、今後は計画的にＩＣＴ機器の整

備を進め、同時にＩＣＴ機器を使用した教員の授

業スキルの向上なども検証を行うことで、最終的

には学力の向上につなげたいと考えています。 

○委員（高塚広義） 校務の効率化を図るための

教育用パソコンとありますが、一般質問でも学校

の先生の多忙感とかを質問させていただきました

が、教育用パソコンを導入したことによる先生の

状況を聞ければ参考にお伺いいたします。○高橋

学校教育課長 学校の先生の校務支援システムに

ついては、導入に向けて検討させていただいてい

ますので、予算要望も含め検討したいと思ってい

ます。 

【幼稚園保育料管理システム導入事業費】 

○委員（大條雅久） 保育園でこの事業に近いも

ので、保育所ＩＣＴ化等推進事業費822万1,000円

があり、そこでもやはり業務支援システム導入と

ともに、事故防止や事故後の検証のためのビデオ

カメラ設置というのが、私立保育園７園、公立保

育園10園で実施されたのですが、昨年幼稚園の設

備導入に関して防犯用のカメラなり、事故防止

用・検証用のカメラの導入というのは、検討され

たのですか。 

○高橋学校教育課長 幼稚園については、今お尋

ねにありました防犯用カメラ等々についての検討

はいたしておりません。 

○委員（大條雅久） 検討の必要がないというこ

とですか、思いつかなかったということでしょう

か。 

○高橋学校教育課長 もちろん、検討すべき事柄

であることは間違いありませんが、その辺思いが

至っていなかったというところはあります。 

【文化財保護費】 

○委員（高塚広義） 市の指定文化財の保存、保

護、藤田家の文書の解読作業となっていますが、

決算額が前年度より約７倍、169万円となってい

る理由についてお伺いしたいのと、藤田家の文書

の解読作業は、どのようにして、どこへ委託され

たのか、その文書をどのように利用されたのか、

お伺いします。 

○曽我部教育委員会事務局次長（文化振興課長）

 例年より決算額が多い理由ですが、平成28年度

については、藤田家の古文書の解読作業による報

償費97万200円の追加によるものです。 

 多喜浜の藤田家、藤田本家の古文書について

は、広瀬歴史記念館で保管していたものがあり、

その古文書を愛媛大学の法文学部胡准教授に整

理、目録づくりをお願いしました。段ボール箱

12箱分で、昨年10月から３月にかけて、約21名の

関係者が作業し、その解読、目録づくりに当たっ

ていただき、約1,400件の文書の整理をしていま

す。明治から昭和にかけての塩田関連会社の文

書、東浜産塩株式会社など、その整理にかかった

報奨費です。 

 これらの資料については、当時の塩田を中心と

した新居浜市の様子を知るために重要な資料とな

りますので、今後新居浜市史の編さんなど大きい

目標がありますが、その編さん作業においてさら

に解読を進めて、新居浜全体の産業のあり方やど

ういった形で塩田業が進んでいったかということ

をひもとく資料に活用したいと思っています。 

○委員（高塚広義） 古文書の解読ということで

すが、こういった事業をされているということを

市民に知らせていくことも必要ではないかと考え

ますが、その辺のお考えをお伺いします。 

○曽我部教育委員会事務局次長（文化振興課長）

 公開やホームページでのお知らせはしておりま

せんが、こんなことをしています、しましたとい

った御紹介とあわせて、こんな古文書がありま

す、こんな内容、こんな目録がありますといった

ようなことは、積極的に広報していきたいと思い

ます。 
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【芸術文化振興費】 

○委員（真木増次郎） 執行額260万円ぐらいで

新居浜の芸術文化振興をやっていかないといけな

いということで、非常に大変な事業だとは思って

います。ただ、決算成果にも書かれている、子供

の写生大会というのは学校の図画、美術の時間で

やればいいと思うし、別に芸術文化のキャラバン

隊を結成したから芸術文化の振興が図れるとも思

わないし、郷土芸能の伝承活動というのは、地域

コミュニティーにお金も渡しているわけで、そち

らのほうでやってもらえばいいような気がしま

す。やはり、新居浜の子供たちにあかがねや文化

センターで上演される一流のアーティスト、そう

いった方々に触れさせる、そういうアプローチと

いうのが必要ではないかと思います。実際に、目

の前でそういった人たちの演奏を目にする、聞

く、といった経験をすることのほうが、新居浜の

子供たちにとっては有意義ではないかと思ってい

ます。以前、ハーバードのグリークラブであると

か、ヨーロッパの一流アーティストに金子小学校

で演奏していただいたりとか、そういった協力し

ていただけるアーティストの方もおられると思い

ますので、１年に１つや２つはそういった人たち

のアプローチに成功するような取り組みが必要で

はないかと思いますがいかがでしょうか。 

○曽我部教育委員会事務局次長（文化振興課長）

 真木委員さんのお話にありましたように、子供

たちが芸術に触れる体験としては、昨年度実施し

た事業では、実際にピアニストにお越しいただい

て、金栄小学校と船木小学校の６年生をクラスご

とに分けて、音楽室のピアノを囲んで自分の耳で

演奏を聞き、ピアノの響きを体験する授業を行っ

てもらったことや、文化庁の文化芸術による子供

の育成事業の巡回講演において、大生院中学校で

は能楽、垣生小学校ではオーケストラをそれぞれ

学校の体育館で体験してもらったようなことがあ

ります。子供たちが、自分の通っている学校で、

目の前で質の高い芸術体験ができることは、本当

に芸術を身近に感じて、すごいとかすばらしいと

感じてもらうきっかけになったと思っています。 

 そのようなことから、真木委員さん御提案のよ

うに、文化センターでアーティストが公演すると

きにあわせて、学校で演奏活動をしていただくこ

とについては、以前金子小学校でアーティストの

御厚意によって金管楽器の演奏をしていただいた

ことがあるとお聞きをいたしました。いろいろな

機会を捉えて、子供たちがアーティストの演奏を

直接聞くということが可能になれば、大変ありが

たい機会だと思っていますので、アーティストと

のスケジュールの調整ですとか、いろいろ調整し

なければならないこともあるかと思いますが、機

会を見つけてぜひ体験授業に結びつけたいと思っ

ています。 

【ＮＨＫ公開番組誘致事業費】 

○委員（藤田誠一） のど自慢公開放送の予算金

額の内訳と、土曜日予選、日曜日本番の入場者数

はどうでしたか。 

○曽我部教育委員会事務局次長（文化振興課長）

 事業予算の内訳ですが、事業費支出について

は、２日間に従事した職員53人分の時間外手当

で、16日が47人、17日が37人の時間外手当の執行

となっています。 

 ４月16日、17日にのど自慢の予選、本番を行い

ましたが、予選会は出場者230組、観覧者数は

1,065人でした。本番では、出場者20組、観覧者

数930人の方に楽しんでいただきました。 

○委員（藤田誠一） 予選が230組、観覧者数が

1,065人、と聞きましたが、職員が予選に出たと

いうのは把握していますか。 

○曽我部教育委員会事務局次長（文化振興課長）

 非常勤職員、臨時職員が予選会に出るためには

がきを出したということは聞きましたが、落ちた

というように聞いています。また、公民館の館長

の姿を見たような気がしますが、出場には至らな

かったようです。実際に、出場した職員はおりま

せん。 

○委員（藤田誠一） なぜ、そういうことを聞く

かというと、ことしも80周年の太鼓祭りで、私の

地元の太鼓台でも職員の皆さんが力を合わせて地

域を盛り上げてくれたので、こういうのど自慢と

かいろいろ市で関連することに対して、職員の皆

さんを参加させるという考え方についてはどう思

われますか。 

○曽我部教育委員会事務局次長（文化振興課長）

 もちろん、市の職員も市民ですので、参加して

いただくのは何ら構わないと思いますが、市民の

方が出たいとか、披露したいとか、見たいと思わ

れる方もいらっしゃいますので、まずはそちらを

優先したほうがいいかと、個人的には思います。

ただ、自分の経験を発表したり、自分の歌声を本
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当に自慢するといったことは、それこそ新居浜に

こんなすてきな人がいるということも広く公開す

ることになりますので、それはそれなりに新居浜

市をＰＲする一つになるのではないかとは思いま

す。 

○委員（大條雅久） 昨年のＮＨＫのど自慢、ゲ

ストが水樹奈々さんということで、本番の番組だ

けではなくてスピンオフの番組までつくっていた

だいて、非常によかったと思いますが、スピンオ

フの番組放送が、たしか災害か何かでずれたと記

憶をしています。そのときの映像は無理かもしれ

ませんが、放送された番組とか、ライブラリーと

して課で保存されているのでしょうか。 

○曽我部教育委員会事務局次長（文化振興課長）

 その番組については、私も家で見ましたが、課

で保存はしておりません。 

 

  午前１１時５９分休憩 

―――――――――― ◇ ―――――――――― 

  午後 ０時５９分再開 

 

【旧広瀬邸庭園整備事業】 

○委員（高塚広義） 内庭の修復剪定の委託先と

市内の業者もかかわったのかお聞きします。ま

た、添景物改修、名勝調査についてももう少し詳

しくお願いします。あと、事業の成果をお願いし

ます。 

○久葉文化振興課参事（広瀬歴史記念館長） 前

回の庭園整備から20年が経過して、庭園内部の高

木化、景観の変化、枝落ち、灯篭の傾斜といった

文化財破損、観覧上の危険が生じていたことから

始めたものです。平成27年度は、内庭の枯損木、

危険木を撤去して高木、中低木の修復剪定、池の

排水改修工事を行いました。平成28年度は、前年

に引き続き内庭の高木、中低木の修復剪定、下草

の修復整理、傾斜している灯篭の改修や表門周辺

の修復などを行いました。平成29年度は、南庭、

西庭にも範囲を広げ、高木、中低木の修復剪定、

下草の修復整理を行っています。剪定の委託業者

ですが、文部科学省が文化財庭園保存技術に選定

している文化財庭園保存技術者協議会の正会員で

ある京都の株式会社植彌加藤造園に委託していま

す。市内業者との研修ですが、平成28年２月26日

から28日の３日間、文化財庭園保存技術者協議会

の実技研修が広瀬邸で行われました。まず、座学

で旧広瀬邸庭園の歴史的背景や立地の特徴を把握

し、どのように手を入れていくのかを現地で検討

して剪定作業の研修に入りました。この研修に

は、６社程度十数名の地元の業者にも参加してい

ただいたと聞いています。この中に、この協議会

の研修会員になって今後も研修を続けていきたい

という業者もいると聞いています。 

○委員（高塚広義） 文化財としての名勝登録に

向かっての事業となっていますが、一面では学習

施設にもなっています。観光面での登録というこ

とだと思いますが、方向的には、学習面も含めた

保存ということになっていくのでしょうか。 

○久葉文化振興課参事（広瀬歴史記念館長） 広

瀬歴史記念館は、教育施設ではありますが、新居

浜の観光資源の重要な一つであるとも思っていま

す。現在、小中学校、高校、住友各社の研修に数

多く使用しており、この特徴はなくさないように

観光にも寄与できるような施設になればと思って

います。 

【総合文化施設環境整備事業】 

○委員（豊田康志） あかがねミュージアムが完

成したばかりの段階での改良工事ですが、事業名

を見てみますと事前に想定されるような内容等も

あるのではないかと思いますが、改良工事に至っ

た経緯を教えていただきたいと思います。 

○菅文化振興課参事 総合文化施設の設計、建設

工事に当たっては、さまざまな想定をしながら

市、事業者等々で協議、工事を進めました。今

回、改修工事した箇所については、実際に運営を

始めてみると危険箇所、利便性の向上といったと

ころで利用者の皆様方から御指摘と御要望等があ

りました。そういった経緯の中で、今回屋内ステ

ージの階段のさらなる視認性向上のための塗装、

駐輪場の照明等の増設、地下の屋内駐輪スペース

への誘導路の舗装といった安全対策等の実施と、

あわせて屋外からカフェに至る通路を増設したも

のです。 

【市民体育祭費】 

○委員（藤田誠一） 市民体育祭においては、か

つてのようにさまざまな年代でスポーツをされて

いる市民の皆様が、１年に１回は一堂に会するよ

うなセレモニーはできないのかと思いますがどう

思われますか。 

○髙橋教育委員会事務局次長（スポーツ振興課

長） 市民体育祭の総合開会式のあり方について
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は、市民体育祭を新居浜市とともに主催している

新居浜市体育協会、新居浜市連合体育振興会のほ

か、新居浜市スポーツ推進委員協議会の皆様から

本年５月にご意見を伺いました。その中におい

て、関係者の方も以前のようなにぎやかなセレモ

ニーを思い出されていましたが、たくさんの選手

等に参加していただくのであれば、天候に左右さ

れず駐車場が確保できる会場であること、また、

参加する児童や高齢者の方に開会式の間ずっと立

っていただくのは問題があると思うので、屋内か

つ座席のある会場ならそのような問題も解決でき

るのではということで、会場候補地の一つとして

市民文化センターがいいのではないかといった意

見がありました。市営野球場時代のような総合開

会式を再現させるには、新居浜市以外の主催者を

はじめ各競技団体や市内の小中高等学校など、市

民体育祭に関わる皆様のご理解とご協力が欠かせ

ないことから、今後それらの皆様方と協議を行い

ながら、市民体育祭に参加される市民の皆様、関

係者の皆様が一体となった総合開会式ができるよ

う努めたいと思っています。 

【学校スポーツ活性化事業費】 

○委員（藤田誠一） この予算はどのような部活

動に執行されましたか。また、どのような効果が

ありましたか。 

○髙橋教育委員会事務局次長（スポーツ振興課

長） 指定部活動及び補助金額については、新居

浜東高校のバトミントン部に60万円、陸上競技部

のうち駅伝に60万円、短距離等に30万円、ヨット

部に60万円、新居浜商業高校のバスケットボール

部に50万円、新居浜工業高校のウエートリフティ

ング部に60万円、新居浜南高校のウエートリフテ

ィング部に80万円をそれぞれ補助しました。各部

活動とも競技力向上のための県外遠征などを実施

されています。その効果としては、新居浜東高校

のバドミントン部がＪＯＣ全日本ジュニア選手権

に出場、陸上競技部がインターハイ出場のほか、

ＪＯＣ日本ユース選手権の男子４掛ける100メー

トルリレーで優勝、ヨット部がいわて国体に出

場、新居浜工業高校のウエートリフティング部が

インターハイで個人優勝、アジアユースジュニア

選手権で個人入賞、新居浜南高校のウエートリフ

ティング部が、インターハイ個人優勝といったよ

うに、日本一に輝いた団体競技や個人競技が誕生

したほか、国際大会にも出場しています。新居浜

商業高校の女子バスケットボール部は、全国大会

出場こそかないませんでしたが、四国大会２位の

実績を残し、全国大会出場まであと一歩のところ

まで強化が図られました。以上のように、強化を

図った市内高等学校の各運動部は、平成28年度に

優秀な成績をおさめています。 

【野外活動施設整備費】 

○委員（近藤司） この整備費は登山道ハイキン

グコース等の４ルートを整備するということです

が、４ルートの具体的な整備内容について詳しく

教えてください。 

○髙橋教育委員会事務局次長（スポーツ振興課

長） 野外活動施設整備費で整備しているコース

は４つあり、１つ目は遠登志から東平、角石原を

経由して銅山越までのハイキングコース、登山道

コース、２つ目が筏津登山口から東赤石山までの

筏津赤石登山道コース、３つ目が肉淵登山口から

峨蔵越までのガゾウ登山コース、４つ目が物住頭

から前赤石、八巻山を経由して権現越までの赤石

権現登山コースです。委託業務の内容は、主とし

て草刈り及び道路補修であり、遠登志から銅山越

までのハイキングコース、登山道コースについて

は、橋の点検及び簡易補修、コースの定期的踏査

及び管理、異常事故の報告も含んでいます。委託

期間中の草刈りの回数については、定期的に何回

ということではなく、草が伸び利用者に危険と思

われる箇所を刈るという形としています。具体的

に申しますと、１つめのハイキングコース、登山

道コースについては、委託期間が１年間で、４月

から９月までを前期、10月から３月までを後期と

し、前期後期とも１回コース全体の草刈りを行っ

ています。２つめの筏津赤石登山道コースの委託

期間は４月から10月までの７カ月間、３つめのガ

ゾウ登山道コースの委託期間は７月の１カ月間、

４つめの赤石権現登山道コースの委託期間は７月

から８月までの２カ月間であり、これら３つのコ

ースについても、委託期間中に１回の草刈りを行

っています。 

○委員（近藤司） 草刈り業務が中心ということ

ですが、今年、法皇山脈ブランド化推進協議会も

設立され、観光振興計画も策定されようとしてい

ます。教育委員会の事業として行っていますが、

今後は経済部との連携した整備事業とするとか、

四国中央市、西条市との連携も含めて山岳観光に

力を入れていったらいいと思いますが、御見解を
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伺います。 

○髙橋教育委員会事務局次長（スポーツ振興課

長） 現在、本市の経済部と愛媛県東予地方局、

そして、四国中央市が中心となって取り組んでい

る法皇山脈ブランド化事業において、法皇山脈Ｐ

Ｒ用コンテンツ制作や法皇山脈ＰＲ招聘ツアーの

企画、実施、癒しの山歩き女子部の募集、ＳＮＳ

での情報発信について検討しているところとお聞

きしています。今後においては、関係部局とも連

携しながら、法皇山脈ブランド化事業とスポーツ

振興課が取り組んでいる野外活動施設整備の取り

組みが連動し、スポーツの振興と観光振興の両面

から別子山地域の活性化につながる一体的な事業

展開となるよう努めてまいりたいと考えていま

す。 

【体育施設環境整備事業】 

○委員（田窪秀道） 金額が多いのは市民プール

の幼児プールの造成、市営野球場の内野フェンス

の舗装、トイレ改修、市営サッカー場の芝排水改

良工事もろもろありますが、その項目の中には平

成27年度と平成28年度も東平の地すべり調査、そ

れに付随する業務委託費が見られます。行政目的

が、体育施設の環境整備であるにもかかわらず、

どうして東平の地すべりが体育施設に関係あるの

かということを事前聞き取りした結果、東平の銅

山自然の家はフィールドワークとしての利用や赤

石山系への登山口としての利用もあり、登山イコ

ールスポーツであるという苦しい回答でした。そ

れをこじつけて体育施設として捉えていますが、

市民の理解を得られることは難しいと思いますの

で、この項目だけは建設部に任せて、純粋な体育

施設の環境整備だけをまとめるほうがふさわしい

と考えますが、御見解をお聞かせ願います。 

○髙橋教育委員会事務局次長（スポーツ振興課

長） 銅山の里自然の家は、体育館や野球場、サ

ッカー場などとは違い、直接、その施設において

特定種目のスポーツに親しむ、楽しむといった施

設ではありませんが、この施設の利用者は研修の

一環として、また個人、グループで銅山峰を含む

赤石山系の登山やフィールドワーク、トレッキン

グなどといったスポーツを楽しむ方が多いことか

ら、これまで体育施設として位置づけていまし

た。しかし、田窪委員さんの御指摘はごもっとも

ですので、財政課とも協議を行い、東平地すべり

調査など、銅山の里自然の家に係る業務について

は、来年度から新たな行政目的を設け、対応した

いと考えています。 

【学校給食センター管理運営費】 

○委員（井谷幸恵） 市政だよりなどによく調理

員さんの募集が載りますが、定員と実際の人数に

ついて教えてください。また、なぜ調理員さんが

集まらないのか、仕事がきついとか労働環境はど

うなのか、対策は考えているのかお尋ねします。 

○桑原教育委員会事務局次長（学校給食課長） 

給食センターの調理員は、アレルギー食担当の非

常勤調理員５人を除くと、フルタイムの臨時調理

員22人で調理をすることとしています。平成27年

度末に勤続年数15年を迎えた４人の方が定年でや

められたこともあって、平成28年度当初の臨時職

員は19人で３人の欠員がありました。また、平成

28年度末にさらに５人減って、14人という状況に

なってしまいましたが、退職された元調理員等７

人の方々に代員として来ていただき対応しまし

た。集まらない理由としては、給食センターがで

きて15年以上経過しましたが、当時と比べて食数

も増えており、当時から勤務しているベテランの

職員にとっては、１日仕事がきつくなっているの

は事実だと思います。そこで、フルタイムではな

く午前中の調理を担当する非常勤調理員、午後の

洗浄を担当する非常勤職員の数をふやして人員を

確保していきたいと考えています。参考までに、

現時点では22人の調理員の枠を17人に減らし、５

人ずつの非常勤職員に振り分けており、欠員は４

人となっています。 

○委員（井谷幸恵） 子供の給食への影響があっ

ても困ると思いますが、その点はいかがですか。 

○桑原教育委員会事務局次長（学校給食課長） 

 子供に対する給食の安心・安全性については、

これまでもきちんとできています。昨年度、炊飯

器の件で御飯が提供できないことがありました

が、17年を経過する調理機器の劣化の問題で、調

理員が少ないことが原因ではありません。調理員

の数によって安全安心な給食が提供できてないと

いうことは今までもありませんので、これからも

努力していきます。 

 

  午後 １時２２分休憩 

―――――――――― ◇ ―――――――――― 

  午後 ３時５８分再開 
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認定第２号要望 

○委員（藤田豊治） 民間木造住宅耐震診断事業

費と民間木造住宅耐震改修補助事業費について要

望します。熊本地震の影響もあって市民の関心も

高くなり、診断、改修ともにふえていますが、補

助制度を知らない方が多いと思うので、市民が安

全安心に生活できるよう、いま一度、市民、業者

への啓発とパンフレットの配布を要望します。 

○委員（田窪秀道） ６項目要望します。企業立

地促進対策費については現状の対象項目では、中

小企業が実際使えるものが極端に少ないので、市

より購入した土地や建築物等の修繕に関しても、

補助対象を拡大していただきたい。２番目に、単

独港湾建設事業について、人工海浜盛砂整形工事

を毎年一般財源で賄っているが、マリンパーク来

場者から受益者負担金として入場料、野外広場料

を徴収し、税の公平性を保っていただきたい。３

番目、し尿処理施設環境整備事業について、土地

改良区と衛生センターとの間で行われている事業

について、適正に指導してほしい。４番目、昆虫

駆除費について、スズメバチの駆除も含めてほし

い。５番目、大島支線改良事業について、もっと

市債や一般財源を投じて、広範囲に改良、修繕工

事をしてほしい。６番目、体育施設環境整備事業

について、多喜浜体育館の照明を無電極フレック

スランプにしたことにより、すでにＬＥＤ化した

惣開小・金子小体育館との照明比較が可能になっ

たため、実際にスポーツをされている利用者にど

ちらがよいかをよく聞いて判断し、予算づけを今

以上に行い、普及促進を図っていただきたい。 

○委員（高塚広義） 公明党議員団を代表して３

点要望します。まず、健康増進対策費について、

平成27年度よりがん検診の無料化を実施してお

り、平成28年度の受診率は、無料化前より上昇し

ているが、まだまだ低く、がん検診の受診率の向

上のために、市政だより、ホームページなどへの

掲載などで周知、啓発に取り組まれているが、根

本的な対策にはなっていません。自身のがんリス

クに関心を持っていただくために、スマホやパソ

コンから無料でできる簡易がんチェックシステム

である、がん検診のすすめの導入の検討を願いま

す。２点目に、生活困窮者自立支援事業費につい

て、現役世代の引きこもり、不就労者の社会復帰

への支援についての要望です。現役世代の引きこ

もり、また不就労者の増加は、地域の活性化を妨

げるだけでなく、高齢家庭への負担となっていま

す。平成21年度に、東予若者サポートステーショ

ンが設置され、相談員による個別相談を中心とし

て就業支援が行われているが、根本的な解決には

至っていません。ぜひ、生活困窮者自立相談支援

事業の内容をさらに充実させるとともに、電話や

来所相談だけに限らず、積極的にアウトリーチを

行い、庁内の他部署との連携も強化し、早期に適

切な機関につないでいただけるよう要望します。

３点目に、新居浜東港フェリーバースは、市長の

トップセールスで、予算投下に見合うような業務

改善を目指していただくことを要望します。 

○委員（豊田康志） 芸術文化振興費について要

望します。質疑の中で、子供たちにもっと一流の

アーティストによる演奏、学習体験などが必要で

はないかという議論もありましたが、まったく同

感で、あかがねミュージアムでは、年間を通して

トップの芸術家、アーティストのイベント計画を

されていると思うので、にぎわいという点におい

ても、親や祖父母にも波及しやすいと思うので、

経費をかけてでも小中学生に体験学習をさせてい

ただくことを要望します。 

○委員（伊藤優子） いずみ会を代表して要望し

ます。新規事業はコンサル依頼が多いが、新居浜

市には優秀な職員が多くいます来年度は職員が提

案、市民を巻き込んだ熟議が必要です。これから

は、新居浜市独自の発想に改善することを要望し

ます。花いっぱいのまちづくり事業費について

は、花の管理は老人会の皆さんにお願いしてお

り、この事業を通じて、高齢者の皆さんが、早朝

に水やりを行ってくれているが、皆さんとの会

話、水やりが健康寿命の延伸にもつながってお

り、継続することを要望します。公共施設ごみ収

集費は、事業ごみとして処理しているが、家庭と

同じく分別されていないケースが多くみられるの

で、家庭ごみのルールを守るように啓発を要望し

ます。介護予防事業で、ＰＰＫ体操が自治会単位

で広がっているが、１年目は資機材購入の補助等

で補助金があるが、２年目はなくなっています。

参加者は体操のあと情報交換を行っており、この

ような活動が健康寿命延伸につながっているた

め、補助金を要望します。公民館職員の超過勤務

が問題と聞くが、職員が常時２人必要とは感じな

いため、フレックスタイム、時差出勤での対応

等、知恵を出すことを要望します。放課後まなび
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塾については、現在は無料だが、放課後児童クラ

ブとの整合性を図るために、有料とすることを要

望します。母子保健推進費については、今は核家

族化になり、相談する人も身近にいないという時

代になってきていると感じています。市や保健所

の役割は大変重要になってきており、これからも

より一層母子を見守り、相談体制を強化すること

を要望します。全体的に言えば、子育て世代の支

援を要望します。ＤＶ対策推進費については、Ｄ

Ｖ相談件数はここ数年減少傾向にあるが、先進地

であるのでぜひ予算を充実し、相談体制を充実し

ていただくことを要望します。不登校対策につい

て、年間欠席日数30日以上の児童生徒数の増減に

重きを置くことなく、一人一人の児童生徒に寄り

添った対応を第一としてください。数値重視の指

導にならないよう配慮することを要望します。総

合防災拠点施設周辺環境整備事業に関連して、旧

郷土美術館周辺だけでなく、市役所敷地周辺全体

の人や車の動線の改修が進んでいます。市役所を

訪れる全ての方々やそこで働く人たちにも優しい

建物になるように、もう少し改良を要望します。

例えば、市役所本庁舎と車庫棟の間の通路につい

ては、一方通行で車両の通り抜けを可能にしたの

はいいが、出口の進入禁止表示をもっとはっきり

させてください。また、タクシー利用の市民のた

めの乗降場、荷物の搬入、搬出のプラットホーム

の設置を要望します。 

○委員（藤田誠一） 市民体育祭の開会式につい

て、今年は国体などもろもろのイベントがあった

が、来年になるとスポーツに関して熱が冷めるお

それがあるので、ぜひ、昔のように市民が一堂に

会するセレモニーを行ってほしいという要望で

す。また、学校スポーツ活性化事業費の柔軟な対

応をお願いしたいと思います。強化指定高校運動

部活動の競技力向上を図るため、県外遠征などに

助成しており、確かに全国大会で結果が出ている

というのも大事だと思いますが、名門校をこちら

に呼べば、各高校が練習試合をしたり見たりでき

るので、遠征に行くのではなく、強いチームをこ

ちらに呼ぶという柔軟な対応を要望します。 

○委員（井谷幸恵） ７点要望します。１点目、

自衛官募集事務をやめるよう要望します。安保法

が強行採決され、自衛官の命を粗末にするような

ことに自治体が加担すべきではないと考えます。

２点目、教育費の父母負担を軽減するよう要望し

ます。日本は、子育てや教育に保護者負担がかか

り過ぎで、国際的に見ても余りにもひどい。憲法

26条に従って、義務教育で必要なものは無償にす

べきで、その方向で努力するよう要望します。３

点目、就学援助人数の拡大について、潜在的な困

窮家庭はもっと多いと予想されるので、直接保護

者に条件に合う人は申請するよう知らせることを

要望します。給食費補助について、余りにも少な

いので、３人目から所得制限を取り払うとか、１

人１食100円、あるいは全額補助するなど、大幅

に拡大するよう要望します。標準学力検査につい

て、やめる方向で要望します。一人一人に目が行

き届くよう、教育条件整備にお金をかけるべき

で、教員の多忙化解消、創意工夫の自由や自主性

を保障するような方向でお願いします。６点目、

福祉や教育、子育てに携わる人々の大幅処遇改善

を要望します。最後に、学校給食調理室の自校方

式や親子方式を残すよう要望します。 

○委員（永易英寿） ２点要望します。小学校・

中学校教育用コンピュータ整備費について、パソ

コン１台当たりの児童生徒数が、小学校で

13.7人、中学校７人、小中学校平均が10.3人とお

聞きしたが、せめて県平均の１台当たり5.4人ま

では整備していただきたいと思います。あわせ

て、パソコンのソフトウェアの充実も図り、さら

なるＩＣＴ学習環境の整備を推進していただきた

いと思います。２点目は、体育施設環境整備事業

について、今年度市民プールに幼児用プールが増

設され、幼児の利用が格段にふえてきていると思

いますが、更衣室の近くや外のトイレは幼児向け

には対応しておらず、老朽化も激しくなっている

ので、トイレの改修整備を要望します。 

○委員（神野恭多） 東新学園費について、本市

の長年の懸案ですが、現状10名以上が実際に住ま

われており、特に施設の老朽化が著しくなってい

ますので、建てかえを含めた早期の方向性の決定

を要望します。２点目、救急医療体制整備費につ

いて、急患センターは建てかえに向けた動きがあ

るそうですが、医師不足にならないよう、長期的

な視野を持って取り組んでいただきたいと思いま

す。加えて、深夜の利用者に他市の方が多くいる

ことから、東予東部圏域等の広域で深夜帯の運営

を行っていく体制づくりを要望します。３点目、

消防分団詰所整備事業ですが、時代に即応し、団

員のストレスを軽減できる詰所の整備の推進を要
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望します。４点目、スクールソーシャルワーカー

活用事業費ですが、現在２校に派遣されており、

その成果は非常に大きく、今後もさらに重要にな

ってくると考えますので、全校へ拡充できるよう

予算確保を行っていただきたいと思います。加え

て、スクールソーシャルワーカーの教育委員会内

での明確な位置づけを行なっていただくよう要望

します。最後に、若者が活躍できる場のさらなる

創出を要望します。 

○委員（岡崎溥） 後期高齢者医療制度につい

て、保険料の特例軽減を今年度から段階的に廃止

するということで、これに十分注意する必要があ

ると思います。来年度は介護保険報酬改定、診療

報酬改定、障害者福祉の報酬改定があり、削減さ

れるということで、また、国保の都道府県化によ

り、保険料が上がるだろうということで、市民の

負担がふえないように、そして問題が拡大しない

ように注意していただきたいと思います。それか

ら、消防関係について、非常に多忙を極めている

ということなので、人員の適正化に対応していた

だきたいと思います。また、住友化学の工場内の

劣化ウランについて、国の管理の下にあるという

ことですが、状況を常に消防で把握し、報告して

いただきたいと思います。また、育鵬社版の教科

書について、来年１学期から太平洋戦争の部分に

入っていくということでしたが、太平洋戦争、教

育勅語、大日本帝国憲法の評価に問題があると思

いますので、日本国憲法にのっとった立場から教

育を進めてほしいということです。最後に、今年

度の方針として、ごみの有料化、手数料使用料の

値上げを検討するということでしたが、市民の生

活は非常に厳しいので、やむを得ない場合でも、

低く抑えていただきたいと思います。 

○委員（米谷和之） ３点要望します。観光宣伝

推進費の中の、銅婚の里ＰＲ推進事業について、

内容の見直しを要望します。試行的な意味合いが

強いと伺いましたが、１組当たり６万円の助成

で、事業費が１組当たり30万円の経費が適当とは

思いません。平成30年まで現状通りとお伺いしま

したが、早急な見直しをお願いします。あわせ

て、３年後にこの事業をやめるのであれば、銅婚

の里云々は継続するのかどうかも一つの想定とし

て示した上で来年度以降の事業に当たっていただ

きたいと考えます。次に、中心市街地活性化対策

費について、商店街連盟からの要望について、市

でどう対応するかという、受け身の姿勢が非常に

目立つような気がします。そうではなく、新居浜

市まちづくり協議会の規約にある通り、中心市街

地の現状、課題、時代背景に沿った再生事業につ

いて協議する場にしていただきたいと考えます。

３点目、空き家対策事業費について、一足飛びに

特定空き家を指定することはできないと理解して

いますが、危険な空き家が多数あると伺っていま

す。例えば消防団、消防署、あるいは地元の自治

会、警察等との連携を密にして、対策をとってい

ただくことを要望します。 

○委員（近藤司） ３点要望します。１点目は、

農道維持管理事業では、積み残し件数が累積して

おり、市民の要望に応えきれていないと思うの

で、一度思い切った予算の増額をお願いします。

生活道路となっている農道についても、新たな予

算枠をつくっていただきたいと思います。２点

目、交通安全施設整備事業では、今後、狭くて危

険な交差点でのカラー舗装の要望が多くなってく

ると思うので、予算を増額して市民の要望に応え

るようにしていただきたいと思います。３点目、

マイントピア別子端出場整備事業について、エレ

ベーターの１基増設と、デジタル放送が視聴でき

るようにしていただきたいと思います。 

 

認定第２号採決 

○委員長（加藤喜三男） これより認定第２号を

採決いたします。 

 認定第２号は認定することに御異議ありません

か。 

〔「異議なし」「異議あり」と呼ぶ者あり〕 

 御異議がありますので、挙手により採決を行い

ます。 

 なお、挙手しない場合は反対とみなします。 

 認定第２号は認定することに賛成の委員の挙手

を求めます。 

〔賛成者挙手〕 

 挙手多数です。よって、認定第２号は認定すべ

きものと決しました。 

 以上で本委員会に付託されました案件の審査は

終了いたしました。 

 委員長報告については、私に御一任願います。 

 それでは、最後に市長から挨拶があります。 

○石川市長 まず初めに、あすから開催されます

全国障害者スポーツ大会に参加される皇太子殿下
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をお迎えに松山に行っておりました。皆様に長ら

くお待ちいただきましたことをおわび申し上げま

す。 

 それでは、閉会に当たりまして一言御挨拶を申

し上げます。 

 24日に現地調査を行っていただき、25日から本

日までの３日間、認定第１号及び認定第２号につ

いて、委員の皆様方には御熱心に御審議をいただ

き、ただいまそれぞれの案件について御採決をい

ただきました。 

 決算の審査を通じていただきました御意見、御

要望については、今後の市政運営の中で十分配慮

させていただきたいと思っていますので、どうか

よろしくお願いいたします。本日はどうもありが

とうございました。 

○委員長（加藤喜三男） 以上をもちまして決算

特別委員会を閉会いたします。 

 皆さんには本当に長時間ありがとうございまし

た。 

 

  午後 ４時３１分閉会 

 

―――――――――― ◇ ―――――――――― 

 

 


